
【スケジュール】

【対象データ】
　平成28年4月～29年3月のレ
セプト、特定健康診査データ
・被保険者数（年平均）
　10３,315人
・レセプト件数
　1,060,863件
・特定健康診査受診者
　16,854人
・特定保健指導対象者
　928人

　　　　　　　被保険者の健康増進と医療費の適正化

　保険者の行う保健事業と特定健康診査、特定保健指導の実施計画

　　　　　レセプト・健診データ（ビッグデータ）の分析

　
　
　　　NDB、ＫＤＢ等による他自治体との比較分析環境の整備
　
　ＮＤＢ：レセプト情報・特定健診等情報データベース（厚生労働省）
　ＫＤＢ：国保データベース（国保連合会）

【40歳以上の保健事業対象者のグループ化】
・健診異常値放置者　1,677人
・治療中者のうち健診未受診者　9,517人
・生活習慣病治療中断者　369人
・健診未受診・生活習慣病未受診者　27,057人

【糖尿病性腎症重症化予防対象者】
・糖尿病通院中患者数　1,614人
・うち保健指導効果の高い患者数　682人
・人工透析患者数　324人
　※人工透析患者一人当たり医療費約585万円（年間）

【適正服薬指導・残薬調整支援対象者】
・重複受診・頻回受診・重複服薬指導対象者　986人
・併用禁忌488件、203人

【ジェネリック医薬品の普及】
・ジェネリック医薬品普及率　56.0％（数量ベース）
・ジェネリック医薬品切替による削減可能額　585,164千円

・特定健診、保健指導やジェネリック医薬品の普及等の現状事業は引き続き実施
　
・新たな保健事業については医師会等との連携協力体制の構築から始め、事業化を検討

・データ分析により事業対象者を明確にする

・国保連のヘルスサポート事業による第三者評価を受ける

・３年後の再分析による効果検証と計画見直し

・平成29年12月　健康づくり行動計画推進協議会　中間報告

・平成30年2月　  健康づくり行動計画推進協議会、国民健康保険運営協議会　計画素案報告
　
・平成30年3月　  計画策定

・特定健診の未受診者が多い→有効な保健事業の実施のため継続的な分析が必要

・生活習慣病・重症化予防が必要な対象者がいる

・適正受診・服薬のための対策が必要

・ジェネリック医薬品のさらなる普及が必要
　
　　　　　　　　　※　課題及び目標達成のために必要な事業（案）については別紙のとおり

データヘルス計画・第三期特定健康診査等実施計画の策定について

＜根拠となる法律＞

・データヘルス計画

「国民健康保険法に基づく保健事業の実施に関する指針」

第四 保健事業の実施計画(データヘルス計画)の策定、実施及び評価

保険者は、健康・医療情報を活用した被保険者の健康課題の分析、保

健事業の評価等を行うための基盤が近年整備されてきていること等を踏

まえ、健康・医療情報を活用してPDCAサイクルに沿った効果的かつ効率

的な保健事業の実施を図るための保健事業の実施計画(以下「実施計

画」という。)を策定した上で、保健事業の実施及び評価を行うこと。

・特定健康診査等実施計画

「高齢者の医療の確保に関する法律第１９条」

保険者は、特定健康診査等基本指針に即して、６年ごとに、６年を１

期として、特定健康診査等の実施に関する計画（以下「特定健康診査等

実施計画」という。）を定めるものとする。

＜健康づくり行動計画との関係＞

「健康づくり行動計画」と一体的に策定し、国民健康保険の保険者が定める

計画として、相互に関連付けを行う。

新宿区健康づくり行動計画（平成３０年度～平成３４年度）

新宿区がん対策推進計画

新宿区食育推進計画

１ 計画の背景と目的

■新宿区データヘルス計画

■第三期新宿区特定健康診査等実施計画

（平成30年度～平成35年度）

３ データ分析による保健事業の対象者層

４ 主な健康課題

５ 今後の進め方

２ 計画策定の位置づけ

資料６



別紙

課題及び目標達成のために必要な事業（案）

●特定健診
特定健康診査の受診率向上を目指し、広報・啓発活動、受診勧奨事業を実施します。

また、特定健康診査の受診率向上のため、人間ドック受診者の健診結果と健康課題を

●特定保健指導
特定保健指導の実施率向上を目指し、広報・啓発活動、受診勧奨事業を実施します。

●重症化予防指導
生活習慣病のうち、重症化のプロセスが明らかになっており、指導効果が高いと考

えられる糖尿病患者に対して実施します。

●健診異常値未治療者への受診勧奨
非特定保健指導の対象外となるが、検査値が高い非肥満者のリスク保有者も含めて

医療機関への受診勧奨を実施します。

●治療中断者への受診勧奨
治療を中断し、重症化することで高額な医療費が必要となる治療中断者に対して、

医療機関への受診勧奨を実施します。

●がん検診
がん検診の受診率向上を目指し、広報・啓発活動、受診勧奨事業を実施します。

●多受診者指導
過度な治療や服薬の可能性のある対象者へ受療習慣、生活習慣の改善を促す指導を

実施します。

●ジェネリック医薬品切り替え通知
先発医薬品の利用者のうち、ジェネリック医薬品通知により医療費の削減が見込ま

れる対象者へ通知書を送付します。

●薬剤併用禁忌
薬剤併用禁忌の対象者を把握し、お薬手帳を持参するよう勧奨事業を実施します。

また、医療機関へも情報提供を行い、医師会との連携を図ります。
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●普及啓発

特定保健指導の対象とならない加入者にも、ライフステージに応じた望ましい生活

習慣の定着のための支援とあんる情報提供を行います。特に、高齢期の介護予防に重

要なフレイル対策にも力を入れていきます。

実施検討
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